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金融 店 


新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 感染 拡大 に よる 緊急 事態 宣言 を 踏ま えた 


金融 レス テム ・ 金 融資 本 市 場 の 機能 維持 に つい て 
麻生 金融 担当 大 臣 談話 





令 和 3 年 1 月 7 日 に 、 緊 急 事態 宣言 が 1 都 3 県 ※1 14 日 に 2 府 5 県 ※2 が 追加 ) に 発出 され た 
こと を 受け 、 麻 生 金 遇 担当 大 臣 に こよ る 談話 を 公表 し まし た 。 本稿 で は 、 そ の 内 容 を ご 紹介 いた 
di 


新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 感染 拡大 に 伴い 、 ( 令 和 3 年 1 月 7 日 ) 、 緊 急 事態 宣言 
の さま US SO ※ 融 シス テム ・ 金 融資 本 市 場 の 機能 維持 や 感染 拡大 防止 の 
観点 か ら 、 金 融 庁 と し て 、 金融 機関 等 及び 国民 の 所 こ 、 以 下 の と お り 有 要請 、 お 願い を いた 
し ます ず 。 多く の 坊 々 に けし 大 変 心音 し く 存 じ ま す が 、 何卒 、 ご 協力 いた だ け ま 
す よ うお 願い 申し 上 げ ま す 。 





昌 金融 機関 等 に 対す る 要請 


MR を 実施 すべ き 区 域 の 金融 機関 に お いて は 、 政 府 や 都 道 府 県 の 方 針 ・ 要 請 に 従 
染 拡 大 防止 に 最大 限 努め て 頂く と と も に 、 こ うし た 状況 下 に お いて も 、 事 業者 の 資金 

NS 融 機能 の 維持 や 顧客 保護 の 観点 か ら 、 基 本 的 
な 考え 方 ぷ 3 に 基づき 、 必 要 業 務 の 継続 に つい て 適切 な 対応 に 努め て いた だ く よ う 要請 いた し 
2 

また 、 取 引 所 等 に お いて も 、 同 様 に 、 市 場 機能 の 維持 の 観点 か ら 、 必 要 業 務 の 継続 に つい 
Gi 間 U02a25K0000 い 月 /0 く N ) 二 店 いい 9 

な お 、 緊 急 事 態 措 置 を 実施 すべ き 区 域外 の 金融 機関 等 に お いて も 、 感 染 拡大 防止 に 最大 限 
努め つつ 、 必 要 業 務 を 継続 する よう お 願い いた し ます 。 











画 国民 の 皆様 へ の お 願い 


緊急 事態 措置 を 実施 すべ き 区 域 に お いて も 、 銀 行 等 は 、 店 舗 を 開い て 、 事 業者 の 資金 繰り 
支援 を 始め 、 預 貯金 ・ 為 替 ・ 手 形 ・ 送 金 ・ 融 資 ・ATM 等 の 顧客 対応 業務 を 継続 する こと と し 
で いま 

また 、 政 府 や 都 道 府 県 の 方 針 ・ 要 請 に お ける 感染 拡大 防止 の 趣旨 を 踏ま え 、 緊 急 事 態 措置 

を 実施 すべ き 区 域 で ある か に 関わ ら ず 、 金 融 機関 に お いて は 不要 不 急 の 対面 で の 手続 を 極力 
る と と し で いま きす 国民 の 詩 林 に aynL で 6 可能 な 限り 、 イ ンタ ーネット 、 
コー ル セ ン ター、ATM な どの 非 対 面 に よる 金融 サー ビス を ご 利用 いた だ く よ う お 願い 申し 上 
ます 

な お 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 に 便乗 し た 詐欺 や 違法 な 貸付 等 が 懸念 され る た め 、 関 係 
機関 と も 連携 し て 対応 に 努め て いき ます 。 国民 の 皆様 に お か れ ま し て も 、 ご 注意 願い ます 。 















































※1 緊急 事態 
※2 臣 急 


区 域 : 埼玉 県 、 千 葉 県 、 東 京都 、 神 奈川 県 
に 

※3 詳し 
覧 


区 域 : 栃木 県 、 岐 阜 県 、 愛 知 県 、 京 都 府 、 大 阪 府 、 兵 庫 県 、 福 岡 県 
庁 ウ ェ ブ サイ ト (https://www_fsa.go.jp/common/conference/danwa/20210107.html) を 
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| 拠点 開設 サポ ー ト オフ ィ ス | 開設 に 係る 


セレ モニ ー の 開催 に つい て 





世界 に 開か れ た 国際 金融 セン ター を 実現 する た め の 諸 施策 の 一 つと し て 、 信和 3 年 1 月 12 日 ( 火 ) 、 
金融 庁 ・ 財 務 局 合同 で 「 拠 点 開 設 サ ポー ト オ フ ィ ス | を 開設 まし 、 セ レモ ニー を 開催 いた し まし た 。 こ 
の の VE 

















/ 
. 「 拠 点 開 設 サ ポー ト オ フ ィ ス 」| は 、 新 規 に 日 本 に 参入 する 海外 の 資産 運用 会 社 等 に つい て 、 ワ ン 
! スト ッ プ で 、 登 録 の 事前 相談 、 登 録 手続 及び 登録 後 の 監 督 を 切れ 目 な く 英 語 に て 対応 する た め に 開 
1 設 し た も の で す 。 

! 詳し く は 、 ア クセ ス FSA (2020 年 12 月 号 ) (https://www.fsa.go.jp/access/r2/208.pdf) の 政 
! 策 解説 コー ナー「 金 融 行 政 の 英語 化 、 ワ ンス トッ プ 化 に つい て 」 や 金融 庁 ホ ー ム ペー ジ 
I 

1 

I 

I 

I 

I 

I 

I 

I 

I 










































































(https://www.fsa.go.jp/policy/marketentry/index.html) を ご 覧 くだ さい 。 また 、 国 際 金 融 セ ン 
ター に 関す る 諸 施 策 に つい て は 、 ア クセ ス FSA (2021 年 1 月 号 ) 
(https://www.fsa.go.jp/access/r2/209.pdf) の 政策 解説 コー ナー「 経 済 対策 パッ ケー ジ に お ける 
「 世 界 に 開か れ た 国際 金融 セン ター の 実現 ] に つい て |] や 首相 官邸 ホー ムペ ー ジ 
(https://www.kantei.go.jp/jp/headline/tokushu/flow.html) も ご 覧 くだ さい 。 
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まず セレ モニ ミニー に 先立ち 、 同 目 朝 に 行わ れ 
た 大 臣 閣 議 後 記者 会 見 に お いて 、 麻 生 金 融 担 
当 大 臣 よ り 、 世 界 に 開か れ た 国際 金融 セン 
ター の 実現 を 目指 す 取 組み の 一 つと し て 本 日 
「 拠 点 開 設 サ ポー ト オ フ ィ ス 」 を 開設 する 旨 、 
91 の 
その 後 、 拠 点 開 設 サ ポー ト オ フ ィ ス が 開設 
され る 金融 庁 庁舎 に て 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 
感染 症 対策 に 留意 し な が ら 、 麻 生 大 臣 及び 赤 
澤 副 大 臣 の 出席 の も と セレ モニ ー を 開催 し ま 
基き 
セレ モニ ー で は 、 実 際 の 執務 室 前 に 掲げ ら 
れ た 看板 の 除幕 が 行わ れ ま し た 。 事務 方 の 
「 ど う ぞ 」 の 掛け 声 と と も に 、 麻 生 大 臣 及び ンー EE の 




































































写真 追 
赤澤 副 大 臣 が 曳 綱 を 引き 、 そ れ ま で 覆っ て い 記念 撮影 に 応じ る 麻生 大 臣 ( 左 ) と 
た 幕 が 取り 除 か れ 、「Financial Market Entry 赤澤 副 大 臣 ( 右 ) 


Office」 の 文字 が 刻ま れ た シル バー メタ リッ 

ク 調 の 看板 (写真 右 ) が 姿 を 現し まし た 。 看 板 が 現れ た 瞬間 、 報 
道 関係 者 の カメ ラ の フラ ッシュ と 共に 、 通 常 の 執務 室 を 飾る 看板 
と は 異な る 清新 な デザ イン や 、 新 た な 取組 み に 対す る 期待 な どか 
ら 、 感嘆 の 声 を 漏らす 参加 者 も いま し た 。 

海外 と 比肩 し うる 魅力 ある 金融 資本 市 場 へ の 改革 や 、 海 外事 業 
者 や 高度 外国 人 材 を 呼び 込む 環境 構築 な ど 、 国 際 金 融 セ ンタ ー を 
実現 する た め の 諸 施策 に 戦略 的 に オー ル ジ ャ パ ン で 取り 組ん で い 
ます 。 「 拠 点 開 設 サ ポー ト オ フ ィ ス 」 は 、 そ の 重要 な 担い 手 の 一 
2620G 関係 者 言 丸く つっ (HK の で C ま りり ます 





arket Entry Office | 
























































※ 令 和 3 年 1 月 12 日 公表 、 「『 拠 点 開 設 サ ポー ト オ フ ィ ス 』 に つい て (Financial Market Entry Office) 」 : 
https://www.fsa.go.jp/policy/marketentry/index.html 2 








政策 解説 コー ナー 




















(※ 本 稿 


に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 








はじめ に 
金融 庁 で は 


「 安 心 と 成長 の 未来 を 拓く 総合 


経済 対 




















策 」 ( 令 和 元 年 12 月 5 日 間 議 決定 ) 
新聞 社 と の 共催 に より 、 


(Re:ing/SUM) 」 x 
































に 基づき 、 
「Regional Banking Summit 
「 日 経 地方 創 生 フ ォ ー ラ ム | を 開 


日 本 経済 














催 し 慰 a 

この Re:ing/SUM で は 
に 貢献 する 地域 金 
議論 する こと で 、 
四 づ 次 送 り 、 
周 喘 し 誤 し 症 。 
具体 的 に 














融 の あり 方 に 
地域 経済 と 地域 金 


















































、 地 域 経済 の 活性 化 ・ 
つい て 、 多 様 な 関係 者 が 





課題 解決 

















融 の 共通 価値 の 創造 
令 和 新 時 代 の 取組 み が 生 まれ て いく こと を 

















は 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 


症 の が 拡 が 





る 中 に あっ て も 、 
支援 は も ちろ ん の こと 、 
る か 、 
つ 、 地 域 金 
構築 し て いく か 、 
特に 、 
























































地域 の 企業 や 産業 ( 
いか な る 支援 を 行う 0 
これ ら を 通じ て 地域 経済 に 付加 価値 を も た らし つ 
融 機関 の 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を いか に 

各界 の 有識者 ( に お 話 し MY 門 7 記 二 じじ 窟 。 


SN 


が ゆま 人 ルケ イス カッ ショ ン で は 、 
ち 向 か っ て いく の か を テー マ の 中 心 に 


金 繰り 

















記名 天 に いか が か に 
据え 、 様 々 な 切り 
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人 的 見 解 で あ り ヽ 所 客 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あ り 誠志 ) 











「 フ ァ ミ リー」 も 念頭 に 取引 する こと の 重要 性 や 、 地 域 
の お 金 が 地元 で は な く 大 都市 へ 流れ る 「 漏 れ バ ケツ 」 を 
防ぐ 方 策 な ど 、 地 域 金融 機関 が 取り 組む べき 方 向 性 を 示 
まじ 
また 、 販 路 や 技術 の 面 で 、 既 に ある も の を 組み 合わ せ 
た イノ ベー ショ ン 実 現 や 少し の 付加 価値 を 加え る こと で 
産業 を 変え る な どの 「0 ・5 次 化 」 が 重要 で ある と し 、 
地域 金融 機関 に は 、 こ の た め の 支 援 が で きる プラ ッ ト 
2 =9SCS OCG00D EE 語 つ ( を 2 
め ら れる の は 課題 解決 型 の 金融 で あり 、 前 例 踏 襲 や マ 

アル 主義 で な く 「 な ぜ ? | と 問い 続け る こと が イノ 
ペ W シ ジ ション や 新しい アイ テア の 創出 ぼ だ つ な が っ て で て いく と 
指摘 | 還 ま だ 8 


② し の の め 信 用 金庫 理事 長 横山 慶一 氏 
「 企 業 理 念 と 信用 金庫 の 未来 」 


横山 理 本 性 。 企業 理念 が 浸透 すれ ば 、 組織 で 働く 人 
た ち が 個 性 と 能力 を 活か し な が ら 同 じ 基 準 ・ 価 値 観 で 判 
断 ・ 行 動 し 、 組 織 が 強く な っ て いく 、 と いう こと を 、 こ 
れ ま で の 当 人 金庫 の 合併 後に 実現 し た 改革 の 事例 等 を 交え 、 
指摘 し まし た 。 




































































































































































口 か ら 多 面 的 な 議論 が 展開 され まし た 。 
NOS 
( 同 11 月 23 日 ) 、 人 SA SUONO ま 2 ジ バス 
イン 配信 を 主体 と し た 形式 に より 開催 し まし た 。 
本 稿 で は 、 各 回 に お ける イベ ント 概要 を ご 紹介 し ます 。 
を イベ ント 概要 


第 2 回 : 名 古屋 (11 月 23 日 ) 





@ 開会 挨拶 
開会 換 拶 の 中 で 、 和 田 政 
務 官 は ト 、 コロ ナ 初 に お ! 
地域 金融 機関 に よる 事 業者 
支援 の 重要 性 を 訴え る と と 
も に 、 地 域 金 融 に お いて 、 
長期 的 な 視点 に 立っ て 考え 、 
変化 へ の 対応 力 を 磨い て い 
く こ と が 、 事 業者 支援 や 地 
域 経 済 の 活性 化 に 不可 欠 で 
ある と 指摘 し まし た 。 
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会 場 で 挨拶 を する | 


内 閣府 大 臣 政務 官 (金融 ) 


(ミッ ドラ ンド ホー ル よ り 配 信 ) 


和田 義明 


和田 政務 官 
@ 基 調 講演 
① 日 本 大 学 商学 部 教授 長谷 川 勉 氏 


「 地 域 志 向 の メン バー シッ プ バ ン キ ング 





長谷 川 教授 は 、 地 域 金 
や 事業 承継 の 機会 に 


続 





融 機関 が 長期 的 視点 に 立ち 、 相 
支援 で きる よう 顧客 の 前 





後に いる 

















その 上 で 、 信 」 の 進む べき 方 向 と し て 、① 融 資 や 
金融 商品 の 販売 に お ける 、 長 期 的 な 視点 で の 真 に 顧客 の 
た め に な る 活動 、② 業 務 の 合理 化 ・ デ ジタル 化 、 組 織 改 
革 な ど 、 あ ら ゆ る 手段 を 用 いた 体制 の スリ ム 化 、③ 企 業 
や 地域 の 課題 解決 へ の 積極 的 ・ 主 体 的 な 関わ り 、 と いっ 
た 3 つ を 指摘 し まし た 。 


③ 北國 銀行 取締 役 頭取 杖 村 修司 氏 
「 次 世代 型 地域 金 融 を 目指 し て 」 


杖 村 頭 取 は 、 自 行 に お いて 、 企 業 の 生産 性 向上 や 事業 
再生 の 重要 な ベー ス と な る コン サル ティ ング 業務 を 本 格 
的 に 組織 に 導入 する に あたっ て の これ まで の 改革 や 今後 
の 方 向 性 を 紹介 し まし た 。 

特に 、 業 務 を コン サル ティ ング を 起点 に し た も の に す 

こ は 、① 経 営 者 や 投資 家 の 視 点 を 持つ マイ ンド 、② コ 
ン サ ル タ ン ト を 育て る 教育 、③ 業 務 や シス テム の 構築 、 
これ ら 3 点 が 必要 に な る こと を 、 こ れ ま で の 取組 み を 交 
えな が ら 紹 介し 、 こ れ ら を 通じ て 、 地 域 金 融 機関 は より 
輝く 業種 に な れる と の 期待 を し まし た 。 
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人 @ パ ネル ディ スカ ッ シ ョ ン 

と きら り と 光る 信用 保証 協会 

地 の 信用 保証 協会 で コロ ナ の 影響 ( 
支援 に 取り 組ん で いる 方 が 登壇 し 
経営 支援 の 継続 や 地域 金 
これ まし じ し た 。 











こ 苦 し お む 事 業者 の 
保証 承諾 後 の 着実 な 
融 機関 と の 連携 の 重要 性 が 議論 





















































> DigitalXHRxRegional Bank 


地域 金融 機関 と と も に HR (人 事 施策 ) に 取り 組ん で い 
る 方 が 登壇 し 、 業 種 の 枠 を 超え て 外部 の 人 材 と つなが る 
こと や 組織 の 可能 性 を 広げ る ダイ バー シテ ィ 、 そ れ ら に 
よる 創造 力 発 揮 の 重要 性 が 議論 され まし た 。 


> 事業 者 支援 ノウ ハウ 共 SR 

各地 の 金融 機関 等 で コロ ナ の 影響 に 苦し む 事 業者 の 支 
援 ( = 取り 組ん で いる 方 が 登壇 し 金融 機関 と 各 支援 機関 
の 連携 に よっ て 、 組 織 の 垣根 を 越え た 知見 や ノウ ハウ の 
共有 を 実現 し 、 地 域 全 体 で 取り 組ん で いく こと の 必要 性 
が 議論 され まし た 。 


> 繰り 返さ れる 危機 に 備え る 金融 ・ 企 業 

各 組 織 で BCP に 取り 組ん で いる 方 が 登壇 し 、 被 災 の 経 
験 か ら 見 えて きた 課題 と し て 、IT イ ン フ ラ の 整備 や サ プ 
ライ チェ ー ン の 寸断 を 防ぐ 自動 化 の 進展 を 挙げ 、 危 機 へ 














































































































































































































の 備え を 更に 強化 し て いく 必要 性 が 議論 され まし た 。 
東海 財務 局長 水口 純 


第 3 回 : 広島 (12 月 20 日 ) ぶよ テル クラ ン ッ ィ ァ 広島 より 配信 ) 


赤澤 亮 正 























人 @ 閉 会 挨拶 


@ 開 会 挟 拶 内 閣府 副 大 臣 (金融 ) 























写真 : ビデ オメ ッ セ ー ジ に よる 
挨拶 を する 赤澤 副 大 臣 


EN 赤澤 時 





大臣 は 、 地 域 金 融 機関 が 、 感 
染 拡大 の 影響 に I コピ 2 な 
2 の 2 に ロン シン ーッ ンー 2 の し 020 こと 20 
ヒト ・ モ ノ ・ 情 報 と いっ た 仲介 機能 を 総動員 し て 、 地 域 
の 事業 者 を 支援 し 産業 を 支え て いく 重 重要 性 を 指摘 し まし 
の 































































































基調 講演 
⑪ 神戸 大 学 教授 家 森 信 善 氏 
「 地 域 の 発展 に 貢献 で きる 地域 金融 機関 を めざし て 」 


家 森 教授 は 、 地 域 金 融 機 関 に 関す る いく つか の アン 
ケー ト の 結果 を 紹介 し 、 ほ と ん ど が 「 地 域 企 業 や 地域 経 
済 へ の 貢献 」 を 経営 理念 な ど に 掲げ て いる が 、「 地 域 貢 
献 」 こ そ が 地域 金融 機関 の 存在 意義 で ある こ と 、 職 員 の 
多く は 「 地 元 の た め に 働く | : 志向 を 持っ て いる こと を 説 
まま 
その 上 で 、 職 員 の や り が い を 高め る た め の 人 材 育 成 や 
人 事 評 価 の 重要 性 を 指摘 し た ほか 、 金 融 機関 か ら 助言 等 
を 受け た こと が ある 事業 者 は 多く な か っ た も の の 、 助 言 
等 を 受け た 事業 者 で は 経営 改善 に つなが っ た と 回 答 し た 
比率 は 高く 、 地 域 金 融 機 関 が 地 域 経済 発展 に 貢献 で きる 
潜在 能力 の 大 き さ を 指摘 し まし た 。 






























































































































































































































































② 広島 市 信用 組合 理事 長 山本 明弘 氏 
「 地 域 金 融 機 関 の あ る べき 姿 と 現場 主義 経営 」 


山本 理事 長 は 、 当 信組 の 融資 姿勢 や 事例 等 を 交え 、 地 
域 金 融 機 関 の あ る べき 姿 を 訴え まし た 。 

ご ⑰| で 、 ND 
と 、 中 小 零細 企業 の た め に リス ク テ イ ク (融資 ) する こ 
MN 
で は 気づけ な い 顧 客 実態 を 把握 する 「 現 場 主義 | の 徹底 
や 中 小 零細 企業 が 求め る スピ ー ド で の 対応 する 重要 性 
(3 日 以内 で の 融資 決裁 ) 、 取 引 先 の 事業 再生 で の サー 
ビ サ ー の 有用 性 を 指摘 し まし た 。 













































































































































































③ ふく お か フィ ナン シャ ル グ ル ー プ 
取締 役 副 社長 
「 本 気 で 取り 組む DX」 


吉田 副 社 長 は 、 全 社 横断 で 取り 組ん で いる デジ タル ト 
RR I NC 
い 競 争 力 ・ 成 長 力 を 実現 する た め に 欠か せな い 重 要 戦 略 
で ある と し 、 取 組み と 今 今後 の 戦略 に DGG 人 た 
の me a こ 対 応 す る た 
め 、 既 存 の ビジ ネス に も 、 新 た な 事業 に も 積極 的 に 挑戦 

得 ら れ た も の を 次 に 生か すこ と で 向上 し て いく 取組 
み が 必 要 と 指摘 し まし た 。 


吉田 泰彦 氏 






































































































































@ パ ネル ディ スカ ッ シ ョ ン 
> 事業 者 を 支え る 融資 ・ 再 生 実 務 へ の 挑戦 


事業 再生 の 現場 に お いて 第 一 線 で 活躍 され て いる 方 が 
登壇 し 、 事 業 価値 全体 で の 評価 を 重視 する 包括 担保 制度 
が 導入 され れ ば 、 コ ロナ 褐 も 含め た 事業 再生 全般 へ の 有 
効 な 選択 肢 に な る の で は な いか と の 議論 が され まし た 。 


と 外部 出向 経験 者 の チャ レン ジ 

所 属す る 金融 機関 か ら 外部 へ 出向 し た 経験 の ある 方 が 
登壇 し 、 異 な る 組織 に 所 属し た か ら こ その 多様 な 経験 と 
そこ か ら 得 た 気付 き 、 そ れ を 自ら の 組織 で 新しい 空気 と 
し て 活か すこ と の 重要 性 が 議論 され まし た 。 
































































































































人 Ar の 
金融 機関 と 連携 し て 、 地 域 活 性 化 に 向け て 取り 組ん で 





















































いる 方 が 登壇 し 、 1 に 創業 者 を 継続 的 に 生み 出す 仕組 
み の 創 設 た の コピ ンジ 金融 機関 が 積 
極 的 に 関与 すれ ば 、 コロ ナ 後 の 地域 を 支え て いけ る の で 
は な いか と の 議論 が され まし た 。 
> 地域 課題 を ビジ ネス チャ ンス に 
地域 課題 を ビジ ネス チャ ンス と し て 捉え 、 地 域 の 魅力 


を 引き 出し な が ら ビ ジネス を 展開 し jiG い る 坊 が 登壇 し 、 
加太 92EEC322 ACE 2268 28 
いく こと が 重要 で あり 、 地 域 金融 機関 に は そう し た 新た 
な 時 代 を 切り 開い て いけ る 事業 を 共に 考え て いっ て ほし 
いと の 議論 が され まし た 。 












































人 @ 閉 会 挨拶 


参考 
当日 の 模様 は 、 以 下 の 日 経 チ ャ ン ネ ル よ り ご 視聴 いた 
だ け ま す 。 


第 2 回 : 名 古屋 (11 月 23 日 ) 
https://channel.nikkei.co.jp/reingsum2020nagoya/ 


第 3 回 : 広島 (12 月 20 日 ) 
https://channel.nikkei.co.jp/reingsum2020hiroshima/ 4 


中 国 財務 局長 金森 正樹 



































政策 解説 コー ナー 








画 市 場 局 信用 制度 参事 官 端 本 秀夫 

















(※ 本 稿 


こ 係る 部 分 は 筆者 の 


2020 年 12 月 22 日 、 金 融 審 議会 | 銀行 制度 等 ワー キン グ 
回 IN の EN 1 2 (US 3 


に お いて 意見 
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人 的 見 解 で あ り ヽ 所 属 組 織 の 見 解 を 示す も の で は あ り a ) 














・ グ ルー プ 報 告 | 











(以下 「 本 報告 | と いい ます ) が 公表 され まし た 。 





















































1. 経緯 
金融 機関 は 、 自 ら が 持続 可能 な ビジ ネス モデ ル を 構築 し た 上 で 、 日 本 経済 の 回 復 ・ 再 生 を 支え る 「 要 」 と し て 、 
e 人 口 減少 や 5 少 子 高齢 化 に 直面 する 地域 の 社会 経済 の 課題 解決 に 貢献 する 、 
e ポス トコ ロナ に 向け て 対応 を 進め る 企業 ・ 産 業 を 力強く 支援 する 、 
@ | 目利き 力 」 を さら に 強化 し 、 成 長 分 野 に 資金 を 供給 する 、 
と いっ た 役割 を 果たし て いく こと が 期待 され て いま す 。 
これ を 踏ま え 、2020 年 9 月 、 金 融 担当 大 臣 よ り 、 
『 人 口 減少 な ど 社 会 経済 の 構造 的 な 課題 や 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 等 の 影響 を 踏ま え 、 金 融 シ ステ ム の 安定 を 確保 し つつ 
経済 の 回 復 と 持続 的 な 成長 に 資す る と の 観点 か ら 、 銀 行 の 業務 範囲 規制 を は じ め と する 銀行 制度 等 の あり 方 に つい て 検討 を 
| 


と いう 詩 間 が 行わ れ ま し た 。 














この 諸 問 を 受け て 銀行 制度 等 
れ 、 
@ デジ タル 化 や 地方 創 生 な ど 持 続 可能 な 社会 の 
@ 地域 に お ける 金融 機能 維持 の た め の 方 策 、 
に つい て 7 回 に わた っ て 審議 が 行わ れ 、 本 報告 が と 
2. 銀行 の 業務 範囲 規制 等 の あり 方 
(1) 業務 範囲 規制 

(銀行 の 子会社 ・ 兄 弟 会 社 ) 

まず 、 銀 行 業 高度 化 等 会 社 (以下 「 高 度 化 等 会 社 ] とい 
いま す ) が 、 デ ジタル 化 に 加え 、 地 方 創 生 な ど 持 続 可能 な 
社会 の 構築 に 貢献 する こと を 幅広 く 可 能 と すべ く 、 法 律 に 
規定 され た 業務 の 外縁 を さら に 拡充 する こと が 考え られ る 
と し て いま すす 


ワー キン グ ・ グ ルー プ ( 座 













































































Rs 


築 に 資す る た め の 銀 行 の 業務 範囲 





: 神 作 裕之 東京 大 学 大 学院 法学 政治 学研 究 科 教授 ) が 設置 さ 

















規制 等 の 見 直し や 、 


























COU つ 1 上 / こ 


銀行 の 業務 範囲 規制 等 の 見 直し ( 案 ) 


ーー 
〇 ポス トコ ロナ の 日 本 経済 の 回 復 ・ 再 生 、 デ ジタル 化 や 地方 創 生 な ど 持続 可能 な 社会 の 構築 に 向け て 、 銀 行 規 制 を 抜本 的 に 見 直す 。 
〇 預金 者 保護 の 観点 か ら 、 兄 弟 会 社 ・ 子 会 社 を 中 心 に 規制 を 緩和 。 ま た 、 資 金 調達 (預金 ) が 公 的 な セー フ テ ィ ネッ ト で 保護 
され て いる 点 な ど に お いて 銀行 は 一 般 事業 会 社 に 対す る 優位 性 を 有 し て いる こと を 考慮 。 


デジ タル 化 や 地方 創 生 な ど 持 統 可 能 な 社会 の 構築 














業務 範囲 規制 
(1) 子会社 ・ 兄 弟 会 社 


銀行 業 高度 化 等 会 社 【 収 入 依存 度 規制 な し 】 
Oo テウ ラル イプ 








見 直し 後 
銀行 業 高度 化 等 会 社 【 収 入 依存 度 規制 な し 】 
“EE co 





る 他 還 | 

* Sn . 制限 な し ( 

・ 認可 を 受け る こと で で すべ て の 信人 所 
て 会社 





フィ ン テ ッ 








et 























ti な 
テラ 分 析 ・ マ ー ケ ティ ング ・ 広 告 
AM 保守 点検 
地域 と 連携 し た 成年 後見 


自 行 ア プリ や IT シス テム の 販売 
登録 型 人 材 派遣 

















な お 、 こ れ ま で 銀行 ・ 銀 行 グ レル ー プ が 従属 業務 と し て 営 


= 





時 害 者 尾 用 促進 法 に 係る 特例 子会社 
従属 業務 会 社 人 の 上 の 上 な に お いて 人 ぇ 
ンス か 


自 行 ア プリ や IT シス テム の 販売 | | テ ー ケ ティ ング ・ 広 告 





え 導 
ー プ 半生 の 守 和 人 社 に お いて 党 む 場合 は 史朗 不要 ( 必 出 ) 








ん で きた バッ クオ フィス 業務 の 中 に は 、 グ ルー プ 外 に も 






































広く 提供 され る こと で 、 提 供 先 企業 の 生産 性 向上 な ど を 通 





登録 型 人 材 派遣 
印刷 ・ 製 本 


ATM 保 守 点 栓 
自動 車 運行 ・ 保 守 点 検 zc” 


を ag (必要 に 応じ ガイ ドラ イン に 考え 方 を 示す ) 】 
自動 車 運行 ・ 保 守 点 検 
























































じ 地 域 の 活性 化 に 資す る も の が ある と 考え られ ます 。 そう 
し た 業務 に つい て は 、 高 度 化 等 会 社 の 認可 の 枠組 み の 中 で 、 
収入 依存 度 規制 の 制約 な く 営 むこ と を 可能 と する こと が 考 
4 る を し で い 記 写 。 



















































































(⑫ 銀行 本 体 
・ 銀行 業 の 経営 資源 を 活用 し て 行う 範囲 に お いて 、 銀 行 本 体 が 営む こと も 可能 に 
自 行 アプ リ や IT シス テム の 販売 | | デー タ 分 析 ・ マ ー ケ ティ ング ・ 広 告 登録 型 人 材 派遣 


に M oi (5%・1596 ル ー ル ) 
会 社 に よる コン サル 寺 季 を 能 に 
rr 事業 
(早期 の 経営 放 音 ・ a 中 小 企 業 の 新 業 開拓 の 幅広 い 支 援 を 
・ 非 上 場 の 地域 活性 化 事業 会 社 に つい て 、 事 業 再生 会 社 な で と 同様 に 議決 権 100% 出 資 を 可能 に 



































※ 内 閣府 合 に お いて 価 別 列挙 
( 実 誠 状況 な ど を 口 まえ 追加 ) 























会 社 や ベン チャ ー ビ ジ ネ 中 生生 の 穫 可 加 8 期間 の 拡充 

































































































































































EA, ROAR GRIMMRTNGEENROEE, rue muencnnran savenensacrern: 
る 業務 の う ち 、 - リー ス 業 や 信 1 金 業 を 主として 営む 外国 会 社 に つい て 、 迅 速 な 買収 を 可能 に 3 
@ 社会 経済 に お いて 、 銀 行 ・ 銀 行 グ ルー プ が 営む こと へ の 期待 が 高い と 考え られ る 業務 や 、 

金融 業務 と の 関連 人 性 か ら 、 銀 行 ・ 銀 行 グ ルー プ が 営む こと が 社会 的 に も 合理 的 で ある と 認め られ る 業務 、 
で あっ て 、 
@ これ まで の 業務 の 実施 状況 等 に 鑑み て 他 業 リス ク や 優越 的 地位 の 藩 用 、 利 益 相 反 取 引 の 著しい お それ が ある と は 認め られ 
な い 業 務 、 
に つい て は 相 基 人 を 寝 和 する こと か まえ られ る と し て いま す 。 中 体 的 に は <<( ン テッ ク 業 共和 目 行 ズリ や ロリ シ ステ 
ム の 販売 業務 、 登 録 型 人 材 派遣 業務 な ど が 、 そ うし た 業務 と し て 考え られ る と し て いま す 。 

さら に 、 財 務 健 全 性 や ガバ ナン ス が 一 定 以上 で ある こと に つい て 認定 を 受け た 銀行 グレ ルー プ が 、 銀 行 の 兄弟 会 社 に お いて 
そう し た 業務 を 営む 場合 に は 、 個 別 認 可 を 不要 と し て 届出 制 と する こと が 考え られ る と し て いま す 。 

この ほか 、 引 き 続 き 従属 業務 会 社 の 枠組 み を 利用 する 銀行 ・ 銀 行 グ ルー プ を 念頭 に 、 収 入 依存 度 規制 に 係る 法令 上 の 数 値 
基準 を 撤廃 する な ど し て 、 バ ッ ク オ フィ ス 業 務 の さら な る 合理 化 ・ 効 率 化 を 可能 【 に する こ と が 考え 0 中 で いい sR 
(銀行 本 体 ) 

銀行 本 体 に つい て も 、 銀 行 業 に 係る 経営 資源 の 有効 活用 に あたる 範囲 内 に お いて 、 デ ジタル 化 や 地方 創 生 な ど 持 続 可 能 な 
社会 の 構築 に 資す る 業務 を 営め る よう に する こと が 考え られ る と し て いま す 。 
(2) 出資 規制 

ポス トコ ロナ に お いて 銀行 ・ 銀 行 グ レー プ は 、 そ の 「 目 利き 力 」 や コン サル ティ ング 能力 を 強化 し 、 ビ ジネス モデ ル の 転 




















換 支援 を 含め た 企業 支援 に 
こう し た 中 、 引 き 続 き 投資 専門 会 社 経 由 で の 出資 を 基 


層 積 極 的 に 取り 組む こと が 求め られ ます 。 
計 と を し 症 下 で 、 





9 
























































































































































































































































































































































































































































@ ハン ズ オ ン 支 援 有 g 力 を 強化 する た め 、 投資 専門 会 社 の 業務 に コン サル ティ ング 業務 な ど を 追加 する 、 

@ 早期 の 経営 改善 ・ 事 業 再 生 支 援 や 、 中 小 企業 の 新 事業 開拓 の 幅広 い 支 援 な ど を 可能 と する た め 、 事 業 再 生 会 社 ・ 事 業 承 継 会 社 や 
ペ ベンチャー ビジ ネス 会 社 の 出資 可 範囲 ・ 期 間 を 拡充 する 、 

@ 地域 の 面 的 再生 の 取組 み は 、 今 後 さ ら に 重要 性 を 増す と 考え られ る と ころ 、 非 上 場 の 地域 活性 化 事 業 会 社 に 対す る 議決 権 100% 
出資 を 可能 と する 、 

こと の 信太 ら 管 る し で て いま Fe 

(3) 外国 子会社 ・ 外 園 兄弟 会 社 の 業務 範囲 

外国 業務 に 経営 資源 を 投じ 、「 海 外 で 稼ぐ 力 」 の 強化 を 目指 す 銀 行 ・ 銀 行 グ ルー プ も 存在 し ます 。 
こう し た 中 、 買 収 し た 外国 金融 機関 の 子会社 で ある 外国 会 社 や 、 外国 の リー ス 会 社 、 外 国 の 貸金 業者 に つい て 、 

@ 業務 範囲 規制 に 抵触 する も の で あっ て も 、 一 律 に 、 買 収 後 10 年 間 は 業務 範囲 規制 の 適用 を 獲 予 する 、 

@ 現地 に お ける 競争 上 の 必要 性 が あれ ば 、 10 年 間 の 活 明 間 内 に 承認 を 受け る こと で 、 期 間 の 制限 な く 継 続 的 に 保有 する こと を 
認め る 、 


2 で 7 GE VT 





































































































































































































(4) 協同 組織 金融 機関 ・ 保 険 会 社 

上 記 (1) 一 (3) の 見 直し に 関し て 、 信 用 金庫 や 信用 協同 組合 、 保 険 会 社 に つい て も 、 同 じ 趣 旨 で 見 直す こと が 考え られ る と し て いま 
dn 
0 人 

現状 の 評価 に 基づき 、 現 在 銀行 を 保有 し て いる 一 般 事 業 会 社 に つい て 、 銀 行 主要 株 主として の 追加 的 な 規制 を 直ちに 課す 

Co DO ET NT 

次 に 、 今 後 の 留 意 点 と し て 、 い わ ゆ る デジ タル プラ ッ ト フ ォ ー ム を 含む 影響 力 の 大 き な 経 済 主体 が 銀行 を 保有 する 場合 を 念頭 に 、 
@ 人 金融 シス テム に 著しく 大 きい 影響 を 及ぼ し 得る と 考え られ る 場合 に は 、 通 常 よ り も 厳格 な 自己 資本 規制 を 課す 必要 が ある の で は 





な いか 、 


@ 優越 的 地位 の 注 




















な ど が な いよ う 、 






















































































モニ タリ ング を 適切 ( 








に 行っ て いく 必 



































要 が ある の で は な いか 、 
















































































































































































































































































































































































































































































































































































と いっ た 観点 か ら 、 引 き 続 き 検討 を 行う こと が 考え られ る と し て いま す 。 
3. 地域 に お ける 金融 機能 の 維持 
(1) 資金 交付 制度 の 創設 
厳し い 経 営 環境 に ある 地域 銀行 等 が 、 ポ スト コロ ナ の 地域 経済 の 回 復 ・ 再 生 に 貢献 し て いく た め に は 、 経 営 基盤 の 強化 が 従来 に 
も 増し て 重要 と な り ま す 。 
経営 基盤 の 強化 に 向け た 戦略 は 様々 で あり 、 い ずれ の 戦略 を 選択 する か は それ ぞ れ の 地域 銀行 等 の 経営 判断 に より ます が 、 選 択 
肢 を さら に 拡充 する た め 、 時 限 措置 と し て 、 合 併 ・ 経 営 統合 等 に 取り 組む 地域 銀行 等 に 対す る 資金 交付 制度 を 創設 する こと が 考え 
られ る Nd 
資金 交付 制度 の 枠組 み に つ いて は 、 
e 合併 ・ 経 営 統合 等 は 、 そ れ ぞ れ の 地域 銀行 等 の 自主 的 な 経営 判断 に 基づく も の で ある こと を 前 提 に 、 申 請 に 基づく 制度 と する こ 
SN 
@ 人 口 減 少な ど に より 特に 経営 環境 の 厳し い 地 域 に お ける 、 貸 出 を 含め た 「 基 盤 的 な 金融 サー ビス 」 の 維持 ・ 強 化 を 目的 と し て 、 
対象 ょ 、 そ うし た サー ビス の 提供 に お いて 相当 程度 の 役割 を 果たし て いる 地域 銀行 等 と する こと 、 
@ 資金 交付 を 申請 する 際 に は 「 基 盤 的 な 金融 サー ビス 」 の 提供 に つい て の 計画 の 提出 を 求め 、 そ の 実施 状況 を モニ タリ ング する 仕 
組み dR 
@ 支援 は 、 合 併 ・ 経 営 統合 等 に 伴い 必要 と な る 追加 的 な 初期 コス ト の 一 部 と し 、 経 常 的 な 経費 へ の 支援 は 行わ な いこ と 、 
@ 税 財源 は 使用 せ ず 、 預 金 a 強化 勘定 の 利益 剰余 金 を 活用 する こと 、 
が 重要 で ある と 考え られ る と し て いま す 。 。 
具体 的 に は 、 右 に 示す よう な 枠組 み が 考 えら れる と し て い eid hot hast 
の | 目的 画 人 口 洲 少 地域 等 に お いて ポス トコ ロナ の 地域 経済 の 回 復 ・ 再 生 を 支え る 金融 機能 を 維持 する | 
(2) 兼業 代理 業者 ・ 非 上 場 化 
地域 に お ける 金融 機能 の 維持 を めぐ っ て は 、 こ の ほか 、 | | 
@ 人 人 口 減少 地域 な ど に お いて 、 地 域 銀 行 等 が 従来 型 店 舗 を ンー 男 資金 交付 を 受け よう と する 地 録 等 は 、 資 金 交付 の 申請 時 に 経営 強化 計画 を 策定 ・ 提 出 
縮小 する 場合 念頭 に 、 既存 顧客 へ の 対面 ロ H ビ 区 を 耐 | ※ 入口 減少 地域 を 主たる 営業 地域 と し 、 特 に 経営 環境 の 泡 し い 先 
能 な 限り 維持 する こと を 目 的 と し て 、 一 般 事業 を 併せ 党 
む 銀行 代理 業者 等 が 取扱 可能 な 貸付 け の 範囲 に 係る 制限 | 交付 額 男 事業 の 見 直し に 必要 な 追加 的 な 初期 コス ト (シス テム 投資 等 ) の 一 部 | 
を 緩和 する こと が 考え られ る LER 
@ また 、 非 上 場 化 を 選択 する 地域 銀行 は 、 非 上 場 化 に 際 し 財源 男 預金 保険 機構 の 利益 剰余 金 ぎ を 活用 | 
3 情報 開示 や 機関 設計 の あ り 方 や 、 株 式 の 流動 ! 作 低 下 ※ 金融 機能 強化 勘定 資本 参加 行か ら の 配当 収入 の 内 部 留保 分 
堅 札 宮 ぞ る ご こ ど ど が ※ ら の らら 2 作 る ④② こ し で いき きす 。 
4 その他 の 2 還 ボス トコ ロナ の 地域 経済 の 回 復 ・ 再 生 に 資す る 経営 基盤 を 構築 で きる か 客 査 し 、5 年 間 進 捗 を モニ タリ ング 
本 報告 で は 、 以 上 に 加え 、 所 要 の 対応 と し て 、 
e 合併 転換 法 に お ける 、 炎 害 や 経済 危機 な ど 、 や む を 得 な | mm i can ian ean | 
い 事 情 が ある 場合 の 、 合 併 ・ 転 換 後 の 金融 機関 の 業務 継 
こ 係る 規定 の 整備 、 往 ) 金玲 機能 強化 計 に 基づく 賢 本 参加 に 関す る 業務 を 経理 する 知 二 
@ 預 金 保険 法 に お ける 、「 破 綻 金融 機関 か ら 救済 金融 機関 に 承継 され る 資産 が 少な い 場 合 で あっ て も 、 預 金 者 等 の 保護 や 債権 者 
間 の 衡平 を 居る 」 た め の 規 定 の 整備 、 
@ 預金 保険 機構 の 金融 機能 強化 勘定 に つい て 、 大 規模 な 自然 災害 な ど 将 来生 じ 得 る 様々 な リス ク に 対応 し て 勘定 の 財務 健全 性 を 
確保 お する た め の 、 勘 定 廃止 時 に お ける 早期 健全 化 勘定 か ら の 繰 入 れ 規定 の 整備 、 











な ど が 考え られ る と し て いま す 。 


5. 今後 の 対応 


金融 庁 は 、 今 後 、 本 報告 に 示さ れ た 方 向 性 





向け た 作業 を 進め て まい り ま す 。 
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え 、2021 年 通 
































会 に 必要 な 











律 案 を 提 

















出す る な ど 、 適 切な 制度 整備 に 














政策 解説 コー ナー 


室長 補佐 冨 
室長 補佐 私 ‘本 亜衣 
(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 



















































































本 年 2 月 、 法 制 審議 会 に 担保 法制 に 関す る 見 直し が 府 問 され ます 。 これ に 先立っ て 、 金 融 庁 で は 、 学 
識 経 験 者 ・ 実 務 家 な どか ら な る 「 事 業者 を 支え る 融資 ・ 再 生 実務 の あり 方 に 関す る 研究 会 ] に お いて 、 
より 円 滑 な 資金 供給 に つなげ る 観点 か ら 議論 を 行い 、 令 和 2 年 12 月 25 日 、「 論 点 整 理 ] ※ を 公表 し まし 
た 。 本 稿 で は 、「 論 点 整 理 ] の 背景 やむ 主 な ポイ ント を ご 紹介 し ます 。 









































1. 議論 の 背景 


我が国 の 担保 法制 の 枠組 み は 、 ピ 明治 民法 より 約 120 年 に わた り 維 持 さ れ て きま し た 。 こ の 間 、 産 業 構 
造 は 大 きく 変化 し 、 有 形 資 産 だ け で は な く 無 形 資産 の 重要 性 が 増し て いま す 。 こ うし た 中 、 海 外 で は 、 
無形 資産 も 含む 事業 全体 に 担保 権 を 設定 で きる 国 が 増え 、 事 業 考 の 成長 資金 や 再生 資金 の 調達 に 活用 さ 
れ て いま す 。 国連 UNCITRAL の モデ ル 法 に お いて も 、 同 様 の 事業 全体 へ の 担保 権 が 規定 され て いま す 。 
し か し 、 我 が 国 に は この よう な 担保 権 に 関す る 制度 は 不 十 分 で ある た め 、 泊 別 の 有形 資産 に 設定 する 
担保 が 中 心 で 、 海 外 で 行わ れ て いる よう な 資金 調達 は 困難 で す 。 担保 権 を 設定 で きる 有形 資産 に 乏しい 
事業 者 は 、 将 来 性 が あっ て も 、 依 然 と し て 経営 者 保証 を 負担 せ ず る を 得 な い 場 合 が ある こと や 、 従 来 の 
問 別 資産 ベ ペース の 担保 法制 で は 債権 者 の 最終 的 な 関心 が 事業 の 継続 価値 より も 個別 資産 の 清算 価値 に 向 
き が ち で ある と いっ た 課題 が 指摘 され て いま す 。 これら も 背景 に 、 世 界 銀行 が 行っ て いる 事業 環境 に 関 
2 有 の ウジ ンク Se が 国 の 換金 は 190 か 国 中 94 位 と の 評 休 に 穏 まっ て いま す 。 

こう し た 中 、 法 制 審議 会 に お いて 、 担 保 法制 の 見 直し に 向け た 議論 が 始ま り ま す 。 金融 庁 と し て も 約 
120 年 ぶり の 改正 に 向け た 議論 ( I に 対応 し 、 企 業 ・ 経 済 
の 持続 的 成長 を 支え て いけ る よう な 担保 権 の あり 方 に つい て 、 金融 実 務 の 観点 か ら 、 有 識者 に ご 議論 い 
た だ ける よう 、「 事 業者 を 支え る 融資 ・ 再 生 実 務 の あり 方 に 関す る 研究 会 ] を 設置 し まし た 。 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2 全体 へ の 担 の 位置 づけ 

研究 会 で 議論 され た 事業 全体 へ の 担保 事業 成長 担保 権 (仮称 ) の 提案 

6 いっ た 個別 

人 i - NE ロ 事業 成長 担保 権 は 、 の れん 等 の 無形 資産 も 含む 事業 全体 に 設定 で きる 担保 権 で す 
キン ュー 』 ロ | 従来 の 担保 権 と は 大 きく 異な り 、 金 融 機関 の 関心 を 事業 全体 に 向け る こと で 、 
全体 に 担保 権 を 設定 で きる も の で す 。 担 経営 者 保証 に よら ず 、 事 業 の 将来 性 に 基づく 資金 調達 の 可能 性 を 拡げ ます 
保 価値 が 事業 価値 に 連動 する な ど 、 従 来 
の 保全 目的 の み の 担 保 権 と は 、 大 きく 異 
な り ま す 。 こ うし た 担保 権 に 上 つい で 、 研 事業 の 将来 性 に 基づく 資金 調達 a 
究 会 で は 、 特 に 「 事 業 成長 担保 権 ( 仮 CE MA 
称 ) | と いう 名 称 の 下 、 制度 導入 の 論点 例え ば 、 例え ば 、 

に 52 は ニー 経営 者 保証 に 依存 し な い 形 ソ 資金 繰り 以外 に も 、 
に 関す る た た き 台 を 用 いて 、 議 論 が な さ の 資金 調達 (特に 事業 承継 経営 課題 へ の 適切 な アド バ 
Es に お ける 承継 資金 の 調達 ) イス を 受け や すく し ます 

事業 成長 担保 権 は 、 創 業 ・ 承 継 (第 二 ソ まお 生生 % a 4 う EN 
へ SE = > ‘\ 企 調達 時 ドス ムー ズ 
創業 ) カ ら 成長 期 、 危機 時 再生 期 な ど 、 (ベン チャ ー 企 業 も 含む ) [ka 行え る よう に 暫 ます 
企業 の ライ フサ イク ル の 様々 な 局面 で 、 
海外 の R う な 新た な 形 の > 金 調達 を 可能 ( 注 ) 従来 の 担保 制度 に 加え 、 新 た に ご 活用 いた だ ける 選択 肢 と し て 、 今 後 提案 し て いく も の で す 












































と する こと が 期待 され て いま す 。 和 研究 会 で は 、 新 規 事 業 に 対す る 新規 融資 や 、 事 業 を 引き 継ぐ と き の 
金 や 融資 の 借り 換え な ど で 活 用 で きる よう 、 制 度 設計 に つい て 議論 が 行わ れ ま し た 。 

































































※ 令 和 2 年 12 月 25 日 公表 、「『 事 業者 を 支え る 融資 ・ 再 生 実務 の あり 方 に 関す る 研究 会 』 論点 整理 」 : 朋 
https://www.fsa.go.jp/singi/arikataken/rontenseiri.pdf 



























































な お 、 事 業 成長 担保 権 は 、 あ くま で 従来 の 担保 制度 の 課題 を 補う 「 新 し い 選 択 肢 ] を 提案 する も の で 
あっ て 、 不 動産 な ど 個別 資産 に 対す る 担保 権 も 含め 、 i RN 民代 給 き れい る 商人 符 の か 


れ を 否定 する も の で は あり ませ ん 。 どの 担 
と 金融 機関 の ニー ズ ・ ノ ウ ハ ウ 次 第 と な り ま す 。 
な 選択 肢 を より 一 層 選 び や す く な る よう 、1 
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今回 の 





が 選ば れる か ・ 


議論 ( 
議 主 ! 


同和 0 が 20 く ま GO 
ょ 、 多 様 な 状況 に 
































固 々 の 事業 者 
置か れ た 事業 者 が 、 最適 

















金 調達 の 新た な 手段 を も た ら す た め の 環 境 を 整備 し よう と 

















































































































する も の で す 。 
3. 制度 設計 
具体 的 な 法 改正 の 内 容 は 、 今 後 、 法 ロ 事業 把握 と 担保 評価 の 関係 に つい て (イメ ー ジ ) 
制 審 議会 に お いて 議論 され る こと に な < 従来 : 不動 産 担保 の 例 > < 新しい 選択 肢 : 事業 成長 担保 権 (仮称 ) > 
り ま す が 、 そ の 議論 ( に 貢献 す る た め 事業 把握 a 事業 把握 と 担保 管理 
研究 会 で は 、 国 連 UNCITRAL モ デル 法 
や 米国 UCC 等 も 参考 と し て 、 事 業 成長 a a EN 
担保 権 に か か る 論点 の 洗い 出し ・ 整 理 \ アス 
ND mi リク me em 
事業 者 ・ 金 融 機関 だ け で な く 、 商 取 ーー i 
引 先 ・ 従 業 員 等 の 関係 者 全体 に と っ て \ / 
良い 制度 と な る よう 、 そ れ ぞ れ の 利害 es 2 
に つい て 、 担保 権 の 設定 ・ 公 示 ・ 実 行 0 
の 各 場 面 に お いて 、 そ れ ぞ れ ど の よう eo 





な 論点 が あ 


(優先 関係 ) が 考え られ る か 、 


ツリ 


し で めい 語 写 。 


例え 


ば 、 事 業 成長 揚 
成長 ・ 再 生 等 の あら ゆる 局面 で 、 
者 保証 に よら ず 





どの よう な 調整 方 法 
を 整理 





・ 過 去 実績 が 中 心 


- 事 業 把握 と 担保 評価 の 対応 は 必ず し も 同一 で な い 


・ 定 期 的 に 評価 を 実施 (例え ば 3 年 毎 に 正式 評価 等 ) 


・ 事 業 把 握 と 担保 評価 の 対応 が 同一 と な る 
・ 客 観 的 な 将来 計画 が 中 心 (事業 計画 が ある こと が 前 提 ) 
・ 継 続 的 な 実態 把握 が 必要 (例え ば 少な く と も 年 1 回 等) 


























保 権 は 、 創 業 ・ 
































事業 者 が 価 
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の る いで 経営 
ど が 議論 され まし た 。 

0 
続 の た め 


i 名 っ つと も 、 に こう し た 例外 を 克 
大 きく 損なわ れ 、 


象 を 、 例 え 











ある 事業 の 継続 や 発展 の た め に 
に 資金 を 調達 する た め の 新 た な 選択 肢 と な る こと が 期待 され ます 。 そ こ で 
者 保証 ガイ ドラ イン を 参考 に し て 


ょ 、 登 記 (登録 ) の 先 後に に る こと を 前 


リス ク を と る 際 に 、 経 営 
、 設 夫 さ 和光 記 
定 の 停止 条件 を 求め る こと な 














提 と 考え まし た が 、 事 業 継 





こ は 顧 客 ・ 商 取引 先 や 従業 員 の 方 々 の 存在 が 不可 欠 で す の で 、 例外 的 な 保護 も 必要 で は な いか 





な 上 





良 額 を 設け る こと が 





ば 事業 の 継続 や 発展 











事業 者 の 新た な 
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に 資す る 債 4 























三共 会 
EE2limi 


さき 0 まり 7 





更に 、 実 行 手続 
を 確保 で きる 実行 が 考え られ な いか 





円 滑 な 事 


た 。 





4. 最後 に 


金融 庁 は 、 こ れ ま で も 不動 産 担保 や 経営 者 保証 に 
wm クン ョ タク 叫 る ( 


の 検 
も 、 例 え 


























由 つ 02< ぐ る 、 
= 華人 へ 
ヽ 『』 我 m 軒 


事業 の 解体 に つなが りう る 従来 の 担 





不明 確 に 設け れ ば 
金 調達 が 難し く な る お それ も あり ます 。 そ こ で 、 例 外 的 な 保護 の 対 





者 等 に 限定 する こと や 、 貸 し 手 の 予測 可 

















保 4 














、 資 金 の 出し 手 の 予 測 可 能 性 が 














性 に 資す る よう 

















事業 の 継続 



























































] す る 融 1 




















に 向け た 取組 














され まし た 。 利害 関係 人 の 財産 
業 譲渡 を 両立 させ る た め 、 競 売 や 競売 手続 外 売 却 、 任 意 実 行 と いう 3 つの 類型 が 検討 され まし 


過度 に 依存 し な い 融 資 、 
0 きま 7 は 
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事業 性 すなわち 事業 の 将来 
り 良い 実 務 の 発展 の た め 、 近 年 











ュ ア ル の 廃止 を 含め 、 絶 え ず 改善 に 向け た 見 直し を 進め て いま す 。 ま た 、 金 融 機関 に お いて 


ば 、 顧 客 企業 の 事業 性 を 評 人 









































保 4 





























に 、 多様 な 実務 家 
起 な ど を 通じ て 、 金 融 機 能 が 我が国 の 企業 ・ 経 





所 寺 IsUN2 NG る 動き の 見 5 まま 9 圭 半 成長 蛋 
SO 

MN ま 6 

金融 庁 は 、 今 後 、 研 究 会 に よる 「 論 点 整理 ] を 元 ( 

ます 。 そ の 上 で 、 法 務 省 ・ 法 制 審議 会 へ の 問題 提 』 
続 的 な 成長 に 資 する も の と な る よう 、 議 論 に 貢献 し て いき ます 。 

















押し て コン サル ティ ング 機能 を 発揮 する な ど し て 、 
ば は 、 こ うし た 取組 





事業 者 の 多様 な 
後押し する も の 

















み を 更に 


事業 者 ・ 金 融 機関 双方 に と っ て 事業 の 成長 に 向かう た め の 適 切な 動機 付け と な りえ る と 考え て 


・ 有 識者 と も 検討 を 深め て まい り 
E 済 の 持 
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金融 庁 の 新型 コロ ナ 感 染 症 関 


連 情 報 に つい て 














へ 


金融 庁 の 新型 





コロ ナ 感 染 





画 相談 窓口 

金融 機関 と の お 取引 ! 

マソ 金融 庁 の 相談 窓口 

0120==15681 























染 症 関連 の 主 な 情報 を まとめ まし た 。 


に 関し て ご 心配 な こと が ある 場合 


1 


(フリ ー ダ イヤ ル ) 














(受付 時 間 : 


に は 、 お 気軽 に ご 相 拉 


平 














炎 く だ さい 。 











日 午前 10 時 一 午後 5 時 ) 


1 P 半 詳 が らい 、 09=F5S2591= 6 19ER か る くだ きい 






























































































































































































































































































































































ソ Y 各 財 務 局 の 相談 窓口 
> 北海 道 財務 局 011-729-0177 と 近畿 財務 局 DOFGIADE OTD 
> 東北 財務 局 0120-917-993 と 中 国 財務 局 9120 り 09 902 で 
> 関東 財務 局 048-615-1779 と 四国 財務 局 087= Cll THO 
> 北陸 財務 局 2208 O71 1 > 九州 財務 局 IG= SDI= C52 
> 東海 財務 局 0 2A ET > 福岡 財務 支局 0Y2= III= OGG 

ヶ 沖縄 総合 事務 局 098-866-0095 

" 銀行 ・ 政 府 系 金融 機関 等 の 相談 窓口 
i 050ー88855 デ 0⑩09@1 
> 全国 信用 金庫 協会 0 る 898 三 8517ー 記 982 
> 全国 信用 組合 中 央 協会 03-ー3567-2456 
> 全国 労働 金庫 協会 SFI TA NU 
政府 系 金融 機関 の 相談 窓口 は 財務 省 ウ ェ ブ サイ ト か ら ご 確認 くだ さい 。 
https://www.mof.go.jp/financial_system/fiscal finance/coronavirus-jigyousya/cronavirus- 
jigyousya.html 

画 金融 機関 へ の 資金 繰り 支援 等 に 関す る 要請 

金融 庁 で は 、 事 業者 や 個人 の 資金 繰り 支援 に 積極 的 に 取り 組む よう 人 金融 機関 に 要請 し て いま す 。 

【 1 月 に 実施 し た 要請 

AU 0 Ne まえ た 資金 繰り 支援 等 に つい て (1 月 19 日 ) 

新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 拡大 を 踏ま えた 緊急 事態 宣言 が 発出 され た こと に 伴い 、 そ の 影響 

を 踏ま えつ つ 、 事 業者 等 の 業況 を 十分 に 把握 し た 上 で 、 資 金 繰り 支援 に 引き 続き 全力 を 挙げ て 丁寧 か 
つ 迅 速 に 対応 する よう 要請 





ML oi ge a 





金 記 

















は 、 有 価 証券 報 f 












































こ 関 連 し 、 提 人 出 











に | 7/ こ 











等 に つい て 、 新型 


書 等 の 提出 期限 に つ 


いて 

















リリ イン フル エン ザ 等 対策 特別 措 

















期限 まで | こ 提 出す る こと が で き な い 企業 等 が 発生 する 可能 

















置 法 に 基づく 緊急 事 ! 
性 を 踏ま え 、 以 1 














































































































































































































































































































































































































































































































マソ 金融 商品 取引 法 に 基づく 開示 書類 (有価 証券 報告 書 及 び 内 部 統制 報告 書 、 四 半期 報告 書 、 半 期 報 告 書 等 ) に 
OR に 伴い 、 や む を 得 な い 理 由 に より 期限 まで に 提出 で き な い 
場合 は 、 財 務 ( 支 ) 局長 の 承認 に より 提出 期限 を 延長 する こと が 認め られ て いま す の で 、 ご 遠慮 な く 所 管 の 
OO MC SU 
( 注 ) 有価 証券 報告 書 及び 
内 部 統制 報告 書 の 提出 期限 : 事業 年 度 経 過 後 3 ヶ月 以内 
四半 期 報告 書 の 提出 期限 : 四半 期 会 計 期 間 経過 後 45 日 以内 
半期 報告 書 の 提出 期限 8 中 間 会 計 期 間 経過 後 3 ヶ 月 以内 
ソソ また 、 了 臨時 報告 書 に つい て も 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に より 上 臨時 報告 書 の 作成 自体 が 行え な い 場 
合 に は 、 そ の よう な 事情 が 解消 し た 後 、 可 及 的 速やか に 提出 する こと で 、 遅 滞 な く 提 出し た も の と 取り 扱わ 














OR 


ソソ ここ に 記載 する 他 に も 、 今般 の 新型 








NSKSU558 


金融 庁 の 施策 に つ 
新型 


際 03 
























































コロ ナウ イル ス 成 染 症 に 
、 ご 遠慮 な く 所 管 の 財務 ( 支 ) 


いて の 詳細 は 、 金 融 庁 ウェ ブサ イト を ご 覧 
コロ ナウ イル ス 感 染 症 関 連 情報 : https://www.fsa.go.jp/ordinary/coronavirus202001/press.html 


塵 語 窓 人 誕 
くだ さい 。 


より 実務 上 の 支障 が 生じ て いる な ど 、 お 困 
目 談 く だ さい 。 


り の 























9 


金融 庁 の 1 年 (2019 事 務 年 度 版 ) の 公表 に つい て 






























































金融 庁 は 、 日 本 の 金融 の 安定 を 確保 し 、 預 金 者 、 保 険 契約 者 、 有 価 証券 の 投資 者 等 の 保護 を 図る と 
と も に 、 金 融 の 円 滑 を 図る こと を 任務 と し て 、 透 明か つ 公 正 な 行政 の 実務 に 努め て いま す 。 

「 金 融 庁 の 1 年 |] は 、 国 民 の 皆様 に こう し た 人 金融 庁 の 取組 み に 対 する 理解 を 深め て いた だ く た め に 、 
毎 事務 年 度 、 そ の 取組 み に つ いて と り ま と め た も の と な っ て お り ま す が 、 今 般 、「 金 融 庁 の 1 年 
(2019 事 務 年 度 版 ) 」 を 公表 ※1 し まし た の で 、 お 知ら せい た し ます 。 

金融 庁 の 1 年 は 、 資 料 や デー タ を 多用 し 、 金 融 行政 の 記録 と いう 観点 か ら 網羅 性 の ある 資料 に な っ 


て お り ま す の で 、 是 非 ご 活用 くだ さい ! 金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト の 「 お 知ら せ ・ 広 報 ] の 中 の | 白書 ・ 年 
次 報告 等 | か ら ご 覧 いた だ け ま す 。 






















































































> 金融 ・ 資 本 市 場 等 に 関す る 制度 の 企画 ・ 立 案 等 の 取組 み 
・ 金 融 サ ービス 仲介 業 の 創設 、 資金 移動 業 の 規制 の 見 直し 
・ 金 融 業 の 拠点 開設 サポ ー ト デス ク に よる 新規 参入 の 促進 


> I T の 進展 等 へ の 対応 
・ 基 幹 系 シス テム ・ フ ロン トラ ン ナ ー・ サ ポー ト 八 ブ の 設置 


> 政府 全体 の 施策 に お ける 金融 庁 の 取組 み 
・ 令 和 元 年 東日本 台風 等 へ の 対応 
・ 新 型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 へ の 対応 


> 金融 仲介 機能 の 質 の 改善 等 に 向け た 取組 み 
・Regional Banking Summit、 地域 課題 解決 支援 チー ム ・ 室 の 取組 み 


> 保険 会 社 に 対す る 金融 モニ タリ ング 
* 保 険 会 社 等 に 対す る 行政 処分 


> 金融 商品 取引 業者 等 の 監督 を めぐ る 動き 
* 日 本 暗号 資産 取引 業 協会 の 認定 





当 庁 で は 、 こ の 他 に も 、 人 金融 行政 が 何 を 目指 す の か を 明確 に する と と も に 、 そ の 実現 に 向け 、 い か 
な る 方 針 で 金融 行政 を 行っ て いく か 、 ま た 、 そ の 進捗 や 実績 な ど を 評価 し 、 現 状 分 析 や 問題 提起 な ど 
と 合わ せ て 「 令 和 事 務 年 度 金融 行政 方 針 一 コロ ナ と の 戦い 、 コ ロナ 後 の 新しい 社会 を 築く 一 ] ※2 と 
四 人 公表 し 0 おもり ま の の で こら ちら も こ 苑 くだ さい 




















※1 令 和 2 年 12 月 24 日 公表 、 「『 金 融 庁 の 1 年 (2019 事 務 年 度 版 ) 』 の 公表 に つい て ] 


https://www.fsa.go.jp/common/paper/2019/zentai/index.html 
※2 令 和 2 年 8 月 31 日 、「 令 和 2 事務 年 度 金融 行政 方 針 コ ロナ と 戦い 、 コ ロナ 後 の 新しい 社会 を 築く ー」 


https://www.fsa.go.jp/news/r2/20200831.html 























市 場 へ の メッ セー ジ ( 令 和 3 年 1 月 25 日 ) 




















証券 取引 等 監視 委員 会 (以下 「 証 券 監視 要 ] と いい ま 
す 。) は 、 勧 告 事案 等 に 関す る 解説 記事 を 「 市 場 へ の 
2 ん セー ン | と (証券 四 視 容 の ウ の ョ クリ イト 月 二 り し 
8 の Ui 

ここ で は 、 信 和 3 年 1 月 25 日 に 掲載 し た 「 市 場 へ の 
2 クセ ピーン 上 の 寺 が 内 向上 つい で こ 引 し まま 9 


※「 市 場 へ の メッ セー ジ | の 全文 に つい て は 、 証 券 監視 
Ra ドド を こと 全 嘩 くだ さい 


参考 URL : 
https://www.fsa.go.jp/sesc/message/20210125-1.htm 
























































"for investors, with investors" 

















証券 監視 要 は 、 令 和 2 年 11 月 10 日 、 東 京 地方 裁判 所 に 対し て 、 株 式 会 社 ウ ェ ル ス デ ザイ ン (以下 、 
「 当 社 」 と いい ます 。) 、 当 社 の 代表 取締 役 で ある 東畑 政 徳 (ビジ ネス ネー ム と し て 「 赤 井 正則 」 及 
び 「 赤 井 政 徳 」 を 使用 。 以 下 、 当 社 と 当社 の 代表 取締 役 で ある 東畑 政 徳 を 併せ て 「 被 申立 人 ら 」 と い 
いま す 。) に 金融 商品 取引 法 違 反 行為 の 禁止 及び 停止 を 命ずる よう 申立 て を 行い まし た ※1。 














| 


事案 の 概要 】 

被 申 立 人 ら は 、 遅 く と も 平成 23 年 8 月 以降 、「 転 ば ぬ 先 の 資産 づく り 」 、「 誰 も 教え て くれ な い 貯 
落 の お 話 」 等 と 称す る 資産 運用 セミ ナー MNT 般 投 資 家 に 対し 、 海 外 集団 投資 スキ ー ム 持分 
に 該当 する 複数 の 金融 商品 (以下 「 本 件 ファ CON まま に 係る 取得 勧誘 を 、 英 国 に 所 在 す 
る Asia Wealth Group Holdings Ltd、 英 国 1 バ の Asset Management Ltd 
及び タイ 王国 に 所 在 す る Meyer International Ltd (シニア コン サル タン ト 森 栖 豊 和 (ビジ ネス ネー ム 
と し て 「 柴 田 豊和 」 を 使用 。) ) (いずれ も 、 代 表 者 リチャード ・ ケ イン (Richard Cayne) 、 金 叶 
商品 取引 業 の 登録 等 は な い 。) の 関与 の 下 に 行っ て いま し た 。 
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[本 件 ファ ンド の 概要 ] 

(1 ) RL360 Insurance Company Limited (前 商号 Royal London360、 英 国王 室 属領 マン 島 に 所 在 す 
る 法人 で あり 、 金 融 商品 取引 業 の 登録 等 は な い 。 以下 「RL360 社 ]」 と いい ます 。) が 組成 し た 金 
融 商品 に つい て 

a 「REGULAR SAVINGS PLAN」 : 出資 者 が 定期 的 に 一 定額 を 拠出 し 、RL360 社 
、 当 該 拠出 金 を 、 手 数 料 を 除い た 上 で 、 外 部 の 海外 ファ ンド な ど に 投資 し て 運用 し 、 満 期 が 到 
6 し た 際 ! こ 当該 時 点 に お ける 運用 財産 額 が 出資 者 に 支払 われ る と され て いる も の 。 
IORACLE」 、 「PERSONAL INVESTMENT MANAGEMENT SERVICE」 : 出資 者 が 金銭 を 一 
括 で 拠出 し 、RL360 社 が 当該 拠出 金 手数 料 を 除い た 上 で 、 外 部 の 海外 ファ ンド な ど に 投資 し て 運 
し 、 満 期 が 到来 し た 際 に 当該 時 点 に お ける 運用 財産 額 が 出資 者 に 支払 われ る と され て いる も の 。 
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※1 令 和 2 年 11 月 10 日 公表 、「 株 式 会 社 ウ ェ ル ス デ ザイ ン 及 びそ の 役員 1 名 に よる 金融 商品 取引 法 違反 行為 に 
係る 裁判 所 へ の 禁止 及び 停止 命令 発出 の 申立 て に つい て 」 : 11 
https://www_.fsa.go.jp/sesc/news/c_2020/2020/20201110-1.htm 





























( 2 ) Providence Life Limited, PCC (モー リ シ ャ ス 共和 国 に 所 在 す る 法人 で あり 、 金 融 商 品 取引 業 の 
登録 等 は な い 。 以 下 「 プ ロビ デン ス 社 」 と いい ます 。) が 組成 し た 金融 商品 に つい て 
「Compass」 : 出資 者 が 定期 的 に 一 定額 を 拠出 し 、 プ ロビ デン ス 社 が 、 当 該 拠出 金 を 、 手 数 料 
を 除い た 上 で 、 外 部 の 海外 ファ ンド な ど に 投資 し て 運用 し 、 満 期 が 到来 し た 際 に 当該 時 点 に お け 
る 運用 財産 額 が 出資 者 に 支払 われ る と され て いる も の 。 
「Polaris」 : 出資 者 が 金銭 を 一 括 で 拠出 し 、 プ ロビ デン ス 社 が 、 当 該 拠出 金 を 、 手 数 料 を 除い 
た 上 で 、 外 部 の 海外 ファ ンド な ど に 投資 し て 運用 し 、 満 期 が 到来 し た 際 に 当該 時 点 に お ける 運用 
財産 額 が 出資 者 に 支払 われ る と され て いる も の 。 


















































































































































被 申立 人 ら は 、 本 件 ファ ンド の 取得 勧誘 に よっ て 、 平 成 23 年 8 月 か ら 令 和 2 年 7 月 まで の 間 に 、 少 
な く と も 延べ 1,125 名 の 一 般 投資 家 か ら 少 な く と も 30 億 円 を 出資 させ て いま す 。 

上 記 の よう な 行為 を 業 と し て 行う 場合 に は 、 金 融 商品 取引 法 上 の 登録 (第 二 種 金融 商品 取引 業 の 登 
録 ) を 受け る 必要 が あり ます が 、 被 申立 人 ら は 、 こ の 登録 を 受け る こと な く 、 上 記 行 為 を 行っ て いま 
世 だ 2 






























































被 申 立 人 ら に 対し て は 、 令 和 2 年 12 月 24 日 に 、 東 京 地方 裁判 所 か ら 、 金 融 商品 取引 法 違 反 行 為 の 禁 
止 及び 停止 を 命 ゃ ずる 決定 が 出さ れ て いま す ※2。 


ニーー ニ ーーー ニ ーー ニー ニー ニーーー ニ ーーー ニ ーーーー ニ ーーー ニ ーーーー ニ ーー ニー ニーーーーーー ニ ーーーーーー ニ ーー ニーーーーーーー ニ ーーーーーー ニ ーーーーーーー ニ ーー ニーーー ニ ーーーーー ニ ーー へ 


【 一 般 投資 家 の 皆 様 へ 】 


〇 当社 は 損害 保険 代理 業 ・ 生 命 保険 の 募集 に 関す る 業務 等 を 行う 保険 代理 店 で あり 、 来 店 型 保 
険 シ ョ ッ プ を 複数 開設 し て いま す が 、 本 事案 の 海外 投資 商品 は 、 い ずれ も 金融 庁 の 認可 を 受け 
た 保険 商品 で は あり ませ ん の で 、 ご 注意 くだ さい 。 





〇 当社 ら は 、 上 記 保 険 シ ョ ッ プ 内 に 当社 主催 の 資産 運用 セミ ナー の 開催 スケ ジュ ー ル が 記載 さ 
れ た チラ シ を 配置 し て 、 保 険 シ ョ ッ プ に お いて 資産 運用 セミ ナー を 開催 する な ど 、 保 険 代理 
店 ・ 保険 ショ ッ プ と し て の 立場 を 利用 し て 、 法 令 上 必要 な 登録 等 を 受け ず に 海外 投資 商品 ( オ 
フシ ョ ア 投 資 ・ 海 外 NISA 等 と 呼称 ) の 勧誘 を 行っ て いま し た 。 


〇 当社 ら は 、 海 外 投資 商品 の 契約 の 申込 書 (application form) を 英文 の まま 交付 し て 勧誘 し 
て お り 、 申 込 書 の 和訳 も し て いな か っ た こと が 認め られ て いま す 。 契約 締結 済み の 方 は 、 当 該 ! 
海外 投資 商品 の 詳細 な 契約 条件 (具体 的 な 手数 料率 、 手 数 料 額 等 ) を 理解 し な いま ま 契 約 を さ ! 

れ た 可能 性 が あり ます の で 、 改 め て 契約 内 容 を ご 確認 くだ さい 。 

i 


〇 日 本 で 登録 を 受け ず に 金融 商品 取引 業 を 行う こと は 違法 で す 。 取 引 を 行う 前 に 取引 の 相手 が 
登録 を 受け て いる か 金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト に 掲載 _ し て お り ま す 「 免 許 ・ 許 可 ・ 登 録 等 を 受け て い 
る 業者 一 覧 ] ※3 で 確認 し て 、 無 登録 の 業者 (海外 所 在 業者 を 含む お ) と の 取引 は 行わ な いよ う 、 
ご 注意 くだ さい 。 


〇 無 登録 で 金融 商品 取引 を 行っ て いる と し て 、 金 融 庁 (財務 局 ) が 警告 を 行っ た 者 の 名 称 等 は 、 
金融 庁 ウ ェ ブ サイ ト に 掲載 し て お り ま す 「 無 登録 で 金融 商品 取引 業 を 行う 者 の 名 称 等 に つい 
て 」 ※4 を ご 覧 くだ さい 。 


〇 金融 庁 (財務 局 ) が 警告 を 行っ て いな い 者 で あっ て も 、 無 登録 の 業者 の 勧誘 する 金融 商品 
(海外 投資 商品 ) は 契 6 ご 注意 くだ さい 。 


ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ニ ーーー 


ーーー ニ ーーーーーー ニ ーーーー ニ ーーー ニ ーーーーー ニ ーーーーーー ニ ーーー ニ ーーーーーーー ニ ーーーーーーーー ニ ーーーーーー ニ ーー ニ ーー 
どど で ふ 




















※2 令 和 2 年 12 月 24 日 公表 、「 株 式 会 社 ウ ェ ル ス デ ザイ ン 及 びそ の 役員 1 名 に よる 金融 商品 取引 法 違反 行為 に 係 
る 裁判 所 の 禁止 及び 停止 命令 の 発令 に つい て 」 : 
https://www.fsa.go.jp/sesc/news/c 2020/2020/20201224-1.htm 

※3 「 免 許 ・ 許 可 ・ 登 録 等 を 受け て いる 業者 一 覧 ] : https://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyo.html 

※4 「 無 登録 で 金融 商品 取引 業 を 行う 者 の 名 称 等 に つい て 」 : 2 
https://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/mutouroku.html 















































先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み 
(2021 年 1 月 4 日 1 月 














> 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 感染 拡大 に よる 緊急 事 江 
機能 維持 に つい て (麻生 金融 担当 大 臣 談話 ) (1 月 


> 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 に 関連 する 有価 Pe の 提出 期限 に つい て 公表 (1 月 
新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に よる 金融 a 01 
東北 財務 局 が 令 和 3 年 1 月 7 日 か ら の 大 雪 に こ 対 する 金融 上 の 措置 に つい て 要 語 
[拠点 開設 サポ ー ト オフ ィ ス |」| 開設 (1 9 
1 月 7 日 、 第 5 9 回 金融 トラ ブル 連絡 調整 協議 会 を 開催 (1 月 12 日 ) 


関東 財務局 、 北陸 財務 局 が 令 和 3 年 1 月 7 日 か ら の 大 雪 に よる 災害 に 対す る 金融 上 の 措置 に つい て 要 
H 12 日 ) 


自動 車 損害 賠償 責任 保険 審議 会 を 開催 (1 月 13 日 ) 

融 商品 取引 業 を 行う 者 の 名 称 等 」 を 更新 (1 月 15 日 ) 

避 自動 車 損害 賠償 責任 保険 審議 会 を 開催 (1 月 18 日 ) 

新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 拡大 を 踏ま えた 資金 繰り 支援 等 に つい て 要請 (1 月 
[サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス 有識者 会 議 ]」 (第 1 回 ) を 開催 (1 月 21 日 ) 

金融 審議 会 委員 を 任命 (1 月 25 日 ) 


[スチ ュ ワ ー ド シッ プ ・ コ ー ド 及び コー ポレ ー ト ガバ ナン ス ・ コ ー ド の フォ ロー アッ プ 会 議 」 (第 23 
) を 開催 (1 月 26 日 ) 


H25 日 、 第 2 回 日 中 資本 市 場 フ ォ ー ラ ム を 開催 (1 月 26 日 ) 
財務 局 が CSF の 患 番 の 確認 を 踏ま え 金 融 上 の 対応 に つい て 要請 (1 月 27 日 ) 


H18 日 に 、Asian Financial Forum (パネル ディスカッション ) "The Policy Dialogue" に お いて 氷 


拓 豊 が か が ス ピーチ (し 】 月 28 目 ) 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・ Twitter 金融 庁 公式 アカ ウン ト は twitter 情 報 発信 
https://twitter.com/fsa_JAPAN RE : 





・ 金融 庁 NISA 特 設 サ イト 
https://www.fsa.go.jp/policy/nisa2/index.html 





・ 金融 庁 金融 サー ビス 利用 者 相談 室 
https ://www.fsa.gO.]p/receipt/soudansitu/index.html 
(受付 時 間 : 平日 10 時 17 時 ) 
電話 (ナビ ダイ ヤル ) : 0570-016811 FAX : 03ー3506-6699 
※IP 電 話 か ら は 、03- 5251-6811 に お か け く だ さい 。 





編集 後記 
1 月 7 日 に 緊急 事態 宣言 が 発出 され て か ら 、 早 くも 1 か 月 が 経過 し よう と し て お り ま す 。 皆 さん 如何 お 過ごし 

で し ょ うか ? 当 庁 広報 室 も テ デ テレワーク を より 一 層 活 用 し つつ 、 業 務 の デジ タル 化 を 様々 な 場面 で 推進 し な が ら 、 
日 々 過ごし て お り ま す 。 

今月 の アク セス FSA で も 、 累 急 事態 宣言 を 踏ま えた 金融 シス テム ・ 金 融資 本 市 場 の 機能 維持 に 関す る 金融 担当 
大 臣 談話 や 当 庁 の 新型 コロ ナ 感 染 症 関連 情報 等 に つい て 取り 上 げ さ せ て 頂き まし た 。 金融 機関 等 に 対す る 要請 や 
金融 機関 この お 取引 に 関す る 相談 窓口 等 を ご 紹介 し て お り ま す 。 

是非 、 当 該 情 報 を ご 覧 頂き つつ 、 新 型 コ ロナ 感染 症 対応 へ の 参考 と し て 頂け れ ば 幸 鞭 で す 。 
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